
   

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 
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四半期決算説明会開催の有無      ：無     

  （百万円未満四捨五入）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  14,305  31.3  1,092  －  1,046  －  532  －

22年３月期第１四半期  10,895  △23.0  38  △97.4  66  △96.3  △245  －

  
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 

四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  16  29        －

22年３月期第１四半期  △7  50        －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  40,326  22,927  53.2  656  01

22年３月期  39,467  22,539  53.7  649  12

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 21,438百万円 22年３月期 21,212百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期        －  7 00      － 7 00  14  00

23年３月期        －

23年３月期（予想）  7 00      － 7 00  14  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  24,400  9.0  1,700  276.1  1,700  292.6  900  －  27  54

通期  51,000  9.7  4,000  88.9  3,900  81.0  2,100  127.3  64  26



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．４「２．その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規        －社 （社名    － ）、除外        －社   （社名    － ） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了いたしま

した。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。前記の予想に関す

る事項については、四半期決算短信［添付資料］の３ページ「１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報」（３）

連結業績予想に関する定性的情報をご覧ください。  

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 32,716,878株 22年３月期 32,716,878株

② 期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 38,024株 22年３月期 37,892株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 32,678,894株 22年３月期１Ｑ 32,678,986株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、中国・アジア等をはじめとする新興国の経済成長を背景に

輸出や生産の増加から企業収益の改善が続き、緩やかな回復基調となりました。しかしながら、依然として厳しい

雇用情勢・所得環境については改善に至っておらず、欧州での財政不安に端を発する株安や円高が続く不安定な為

替相場など、景気の先行き不透明な状況が強まっております。 

当社グループの関連する業界におきましては、自動車産業がエコカー減税などの政策効果などもあり新車登録台

数、海外輸出台数ともに前年同期を上回りました。住宅産業につきましては、依然として厳しい雇用所得環境を背

景に新設住宅着工件数は伸び悩みました。 

エレクトロニクス産業につきましては、３Ｄ対応薄型テレビ、スマートフォン、カーエレクトロニクスなどの分

野で需要が堅調に推移いたしました。 

このような環境の下、当第１四半期連結会計期間の売上高は143億５百万円（前年同期比31.3％増）となり、営

業利益は10億92百万円（前年同四半期は営業利益38百万円）、経常利益は10億46百万円（前年同四半期は経常利益

66百万円）、四半期純利益は５億32百万円（前年同四半期は四半期純損失２億45百万円）となりました。 

  

セグメントの業績は次のとおりであります。 

これまでは、事業の種類別セグメント情報の区分は「コーティング事業」、「電子材料事業」、「化成品事業」

及び「合成樹脂事業」としておりましたが2010年度から適用される「セグメント情報等の開示に関する会計基準」

の適用により、当第１四半期連結会計期間より「コーティング事業」、「建築用塗料事業」、「電子材料事業」、

「機能材料事業」、「化成品事業」及び「合成樹脂事業」に変更いたしました。この事業区分は、社内管理におい

て採用している区分であります。 

① コーティング事業 

プラスチック用コーティング材（『レクラック』・『フジハード』など）につきましては、北米市場での需要

回復及び中国を中心とするアジア市場の拡大などがあり売上高は増加いたしました。 

この結果売上高は36億66百万円となり、営業利益は２億98百万円となりました。 

② 建築用塗料事業 

建築用コーティング材につきましては、新築向けにおいては需要の本格的な回復には至っておりませんが、リ

フォーム向けでは堅調に推移いたしました結果、売上高は25億92百万円となり、営業利益は１億93百万円となり

ました。 

③ 電子材料事業 

導電性ペースト材（『ドータイト』など）の電子材料部門におきましては、前年同期の急激な需要減退からは

需要が回復し、売上高は前年を上回りました。 

この結果売上高は19億68百万円となり、営業利益は２億88百万円となりました。 

④ 機能材料事業 

樹脂ベース（『アクリベース』など）の機能材料におきましては、主力製品が堅調に推移しました。 

この結果売上高は５億43百万円となり、営業利益は１億２百万円となりました。 

⑤ 化成品事業 

トナー用樹脂などの化成品部門におきましては、ＯＡ機器分野において大手ユーザーの在庫調整の影響を受け

た前年同期と比べ、需要も回復し売上高は大幅に増加いたしました。 

この結果売上高は５億40百万円となり、営業利益は53百万円となりました。 

⑥ 合成樹脂事業 

子会社藤光樹脂株式会社などが取扱うアクリル樹脂の原材料・加工品の販売におきましては、中国・東南アジ

アを中心とした新興国向けが好調に推移いたしました。 

この結果売上高は50億35百万円となり、営業利益は１億58百万円となりました。 

  

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

（資産・負債・純資産の状況） 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ８億59百万円（前連結会計年度末比

2.2％）増加し、403億26百万円となりました。 

① 流動資産 

売上増加に伴う売上債権及び原材料の増加などの結果、前連結会計年度末と比べ９億54百万円（同4.0％）

増加し、246億33百万円となりました。  

② 固定資産 

保有株式の時価の下落による投資有価証券の減少、藤倉化成（佛山）塗料有限公司の新規連結により有形固

定資産が１億19百万円増加および資産除去債務の適用による有形固定資産11百万円の増加などの結果、前連結

会計年度末と比べ94百万円（同0.6％）減少し、156億93百万円となりました。 

③ 流動負債 

売上増加に伴う買入債務の増加などにより、前連結会計年度末と比べ３億92百万円（同3.4％）増加し、119

億１百万円となりました。  

④ 固定負債 

資産除去債務63百万円の計上などにより、前連結会計年度末と比べ80百万円（同1.5％）増加し、54億98百

万円となりました。  

⑤ 純資産 

利益剰余金及び少数株主持分が増加したことにより前連結会計年度末と比べ３億88百万円（同1.7％）増加

し、229億27百万円となりました。  

この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の53.7％から53.2％へと0.5ポイント減少となり、１株当たり

純資産額は前連結会計年度末より６円89銭増加し、656円１銭となりました。   

  

（キャッシュ・フローの状況） 

当第１四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ１億57百万

円減少し、76億11百万円となりました。 

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

① 営業活動におけるキャッシュ・フロー 

当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が10

億11百万円であったものの、法人税等の支払が８億18百万円であったことなどにより、３億５百万円の収入

（前年同四半期連結会計期間は８億27百万円の収入）となりました。 

② 投資活動におけるキャッシュ・フロー 

当第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出

１億６百万円などにより、61百万円の支出（前年同四半期連結会計期間は２億31百万円の支出）となりまし

た。 

③ 財務活動におけるキャッシュ・フロー 

当第１四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の減少により１億67

百万円、配当金により２億29百万円の支出などがあったため、４億22百万円の支出（前年同四半期連結会計期

間は２億93百万円の支出）となりました。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

国内外の経済は、日本や欧米での雇用情勢の厳しさが続き、欧州での財政不安に端を発した世界的な景気の後退

の行方などの懸念もあるものの、引き続き緩やかな回復基調で推移すると思われます。当社グループの関連する業

界におきましても、受注動向は底堅く推移するものと思われますが、収益面においては、原油・金属材料相場の上

昇や、為替相場の変動等の懸念材料もあります。  

このような状況を踏まえ、当社グループでは本年度を初年度とする中期経営計画の基本方針に基づく経営諸施策

を推進し、経費低減活動と生産性の大幅な向上を目指した改善活動の継続により、収益性の向上を図ってまいりま

すので、第２四半期連結累計期間及び通期の業績予想は、当初の予想（平成22年５月14日発表）を変更しておりま

せん。  
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（１）重要な子会社の異動の概要 

新規１社：藤倉化成（佛山）塗料有限公司 

藤倉化成（佛山）塗料有限公司については、重要性が増加したことにより、当第１四半期連結会計期

間から連結の範囲に含めることといたしました。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

① 棚卸資産の評価方法 

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高

を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。 

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り簿

価切下げを行う方法によっております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

① 資産除去債務に関する会計基準の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ689千円、税金等調整前四半期純利益は52,429千円減少してお

ります。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は63,184千円であります。 

② 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公

表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10

日）を適用しております。 

これによる経常利益及び税金等調整前四半期純利益の影響は軽微であります。 

③ 企業結合に関する会計基準等の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26

日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に

係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年

12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第10号 平成20年12月26日）を適用し、連結子会社の資産及び負債の評価方法を部分時価評価法から全面時

価評価法に変更しております。 

この変更による資産、負債及び損益への影響は軽微であります。 

④ 表示方法の変更 

（四半期連結損益計算書）  

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

該当事項はありません。 

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,242,561 8,399,342

受取手形及び売掛金 10,976,232 10,226,781

商品及び製品 2,801,029 2,741,653

仕掛品 59,551 89,970

原材料及び貯蔵品 1,395,729 1,158,352

繰延税金資産 494,740 608,752

その他 738,655 538,472

貸倒引当金 △75,054 △83,584

流動資産合計 24,633,443 23,679,738

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 7,282,884 7,141,084

減価償却累計額 △3,604,115 △3,521,812

建物及び構築物（純額） 3,678,769 3,619,272

機械装置及び運搬具 9,046,404 8,872,308

減価償却累計額 △6,344,285 △6,192,604

機械装置及び運搬具（純額） 2,702,119 2,679,704

工具、器具及び備品 2,721,168 2,678,280

減価償却累計額 △2,325,324 △2,285,469

工具、器具及び備品（純額） 395,844 392,811

土地 3,934,000 3,927,452

リース資産 182,151 177,716

減価償却累計額 △48,838 △38,761

リース資産（純額） 133,313 138,955

建設仮勘定 119,807 71,154

有形固定資産合計 10,963,852 10,829,348

無形固定資産   

ソフトウエア 81,759 86,504

その他 1,084,447 1,090,578

無形固定資産合計 1,166,206 1,177,082

投資その他の資産   

投資有価証券 1,248,796 1,490,750

長期貸付金 163,419 182,970

繰延税金資産 678,671 553,869

その他 1,536,849 1,623,180

貸倒引当金 △65,203 △70,277

投資その他の資産合計 3,562,532 3,780,492

固定資産合計 15,692,590 15,786,922

資産合計 40,326,033 39,466,660
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,060,878 6,305,722

短期借入金 1,877,273 2,038,473

1年内償還予定の社債 720,000 720,000

未払法人税等 287,500 813,741

未払費用 643,470 572,056

賞与引当金 326,258 519,807

リース債務 45,937 44,536

その他 939,820 494,847

流動負債合計 11,901,136 11,509,182

固定負債   

社債 2,160,000 2,160,000

長期借入金 194,400 194,400

繰延税金負債 251,130 248,583

退職給付引当金 2,184,126 2,129,347

長期未払金 483,913 548,204

リース債務 96,179 104,319

その他 127,926 33,260

固定負債合計 5,497,674 5,418,113

負債合計 17,398,810 16,927,295

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,352,121 5,352,121

資本剰余金 5,040,199 5,040,199

利益剰余金 11,065,112 10,730,824

自己株式 △24,892 △24,855

株主資本合計 21,432,540 21,098,289

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 44,645 189,021

為替換算調整勘定 △39,661 △74,874

評価・換算差額等合計 4,984 114,147

少数株主持分 1,489,699 1,326,929

純資産合計 22,927,223 22,539,365

負債純資産合計 40,326,033 39,466,660
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（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

売上高 10,894,842 14,305,116

売上原価 8,140,724 10,565,203

売上総利益 2,754,118 3,739,913

販売費及び一般管理費 2,716,309 2,648,408

営業利益 37,809 1,091,505

営業外収益   

受取利息 2,512 2,987

受取配当金 21,508 21,450

固定資産賃貸料 17,093 17,927

その他 53,144 19,221

営業外収益合計 94,257 61,585

営業外費用   

支払利息 29,208 27,721

為替差損 26,493 62,281

固定資産税 3,246 3,349

減価償却費 790 626

その他 5,936 12,908

営業外費用合計 65,673 106,885

経常利益 66,393 1,046,205

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 16,969

特別利益合計 － 16,969

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 51,740

特別損失合計 － 51,740

税金等調整前四半期純利益 66,393 1,011,434

法人税、住民税及び事業税 225,378 303,786

法人税等調整額 75,035 87,622

法人税等合計 300,413 391,408

少数株主損益調整前四半期純利益 － 620,026

少数株主利益 11,223 87,677

四半期純利益又は四半期純損失（△） △245,243 532,349
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 66,393 1,011,434

減価償却費 315,286 295,811

退職給付引当金の増減額（△は減少） 56,385 45,066

賞与引当金の増減額（△は減少） △158,794 △193,642

貸倒引当金の増減額（△は減少） 16,965 △14,106

受取利息及び受取配当金 △24,020 △24,437

支払利息 29,208 27,721

為替差損益（△は益） 8,337 2,821

投資有価証券売却損益（△は益） △6,621 －

有形固定資産除却損 12 222

有形固定資産売却損益（△は益） △13,738 221

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 51,740

売上債権の増減額（△は増加） 117,772 △683,185

たな卸資産の増減額（△は増加） 83,477 △153,746

その他の流動資産の増減額（△は増加） 61,064 △194,362

敷金及び保証金の増減額（△は増加） 98,589 △658

仕入債務の増減額（△は減少） △25,358 713,101

未払費用の増減額（△は減少） 287,861 54,263

長期未払金の増減額（△は減少） △92,215 △64,291

その他の流動負債の増減額（△は減少） 238,724 178,386

未払消費税等の増減額（△は減少） △4,296 42,409

その他 △2,549 16,605

小計 1,052,482 1,111,373

利息及び配当金の受取額 24,020 25,631

利息の支払額 △1,011 △13,738

法人税等の支払額 △248,911 △818,448

営業活動によるキャッシュ・フロー 826,580 304,818

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △100,504 △100,726

定期預金の払戻による収入 90,387 100,544

無形固定資産の取得による支出 △3,085 △3,037

有形固定資産の取得による支出 △295,113 △106,462

有形固定資産の売却による収入 54,277 3,215

投資有価証券の取得による支出 △1,618 △1,313

投資有価証券の売却による収入 27,620 －

敷金及び保証金の差入による支出 △24,941 △552

敷金及び保証金の回収による収入 724 1,703

保険積立金の積立による支出 △8,731 △16,389

保険積立金の払戻による収入 10 38,317
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

貸付けによる支出 △106 －

貸付金の回収による収入 30,485 20,704

その他の支出 △1,880 △653

その他の収入 1,719 4,075

投資活動によるキャッシュ・フロー △230,756 △60,574

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △101,575 △167,376

長期借入れによる収入 228,723 －

長期借入金の返済による支出 △137,350 －

リース債務の返済による支出 △5,871 △9,975

自己株式の取得による支出 － △37

配当金の支払額 △261,432 △228,753

少数株主への配当金の支払額 △15,512 △15,512

財務活動によるキャッシュ・フロー △293,017 △421,653

現金及び現金同等物に係る換算差額 38,787 4,030

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 341,594 △173,379

現金及び現金同等物の期首残高 6,613,921 7,767,955

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 16,416

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,955,515 7,610,992
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  該当事項はありません。   

  

〔事業の種類別セグメント情報〕  

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上採用している区分をベースに製品の系列及び市場の類似性を考慮して４つに区分し

ております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．会計方針の変更 

（前第１四半期連結累計期間） 

在外連結子会社の収益及び費用の換算方法の変更 

在外連結子会社の財務諸表項目のうち収益及び費用について、従来、在外連結子会社の決算日の為替相

場により換算していましたが、前第２四半期連結会計期間より期中平均相場により換算する方法に変更し

ております。 

前第１四半期連結累計期間は従来の方法によっております。従って、前第１四半期連結累計期間は、変

更後の方法によった場合に比べて、売上高はコーティング事業が16,712千円、電子材料事業が2,512千

円、化成品事業が302千円、合成樹脂事業が10,912千円少なく計上されております。営業利益は、コーテ

ィング事業が4,261千円、電子材料事業が72千円、化成品事業が62千円、合成樹脂事業が818千円少なく計

上されております。  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  

コーティン

グ事業 

（千円） 

電子材料事

業 

（千円） 

化成品事業

（千円） 

合成樹脂事

業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全

社 

（千円） 

連結 

（千円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  5,177,343  1,461,517  805,217  3,450,765  10,894,842 －  10,894,842

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
－ － －  31,825  31,825 (31,825) － 

計  5,177,343  1,461,517  805,217  3,482,590  10,926,667 (31,825)  10,894,842

営業利益又は営業損失（△）  △208,663  137,058  3,654  105,750  37,799  10  37,809

事業区分 主要製品 

コーティング事業 プラスチック用コーティング材及び建築用コーティング材等 

電子材料事業 導電性樹脂塗料及び接着剤等 

化成品事業 トナー用バインダー樹脂、粘・接着剤ベース樹脂等の機能性樹脂 

合成樹脂事業 アクリル樹脂の原材料・加工品の仕入れ・販売 
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〔所在地別セグメント情報〕  

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

（注）１．国または地域は、地理的近接度及び重要度により区分しております。  

２．各区分に属する主な国または地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア ： 中華人民共和国、タイ、シンガポール 

(2）北米  ： 米国、カナダ等 

３．従来、本邦の売上高の金額が、全セグメントの売上高合計額及び全セグメントの営業利益合計額に対し、そ

れぞれ90％を超えていたため、所在地別セグメント情報の記載を省略しておりました。しかし、前第１四半

期連結会計期間末に連結範囲に含めたRED SPOT PAINT & VARNISH CO.,INC.の業績が、前第２四半期連結会

計期間より含まれたことにより、本邦以外のセグメントの重要性が高まったため、所在地別セグメント情報

を開示しております。  

  

〔海外売上高〕  

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

（注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国または地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア ： 大韓民国、中華人民共和国、台湾、タイ、シンガポール、マレーシア 

(2）北米  ： 北米、中南米 

(3）その他 ： 欧州等  

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

４．従来、北米区分の売上高が連結売上高の10％未満であるため、北米区分の記載を省略しておりました。しか

し、当第１四半期連結累計期間より北米区分の売上高の重要性が増したため、北米区分の情報を開示してお

ります。 

５．会計処理方法の変更 

（前第１四半期連結累計期間）  

在外連結子会社の収益及び費用の換算方法の変更 

在外連結子会社の財務諸表項目のうち収益及び費用について、従来、在外連結子会社の決算日の為替相

場により換算していましたが、前第２四半期連結会計期間より期中平均相場により換算する方法に変更し

ております。 

前第１四半期連結累計期間は従来の方法によっております。従って、前第１四半期連結累計期間は、変

更後の方法によった場合に比べて、売上高はアジアが30,438千円少なく計上されております。連結売上高

に占める海外売上高の割合（％）はアジアが0.1％減少しております。  

  

  
日本 

（千円） 

アジア 

（千円） 

北米 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全社

（千円） 

連結 

（千円） 

    売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  9,562,187  490,092  842,563  10,894,842 －  10,894,842

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 410,353  12,090  4,610  427,053 (427,053) － 

    計  9,972,540  502,182  847,173  11,321,895 (427,053)  10,894,842

    営業利益又は営業損失（△）  597,313  10,197  △582,342  25,168  12,641  37,809

  アジア 北米 その他 計 

(1）海外売上高（千円）  3,270,104  852,267  3,836  4,126,207

(2）連結売上高（千円） － － －  10,894,842

(3）連結売上高に占める海外売上高の割合

（％） 
 30.0  7.8  0.0  37.9
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〔セグメント情報〕  

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、本社に製品・サービス別の事業部を置き、各事業部は、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外

の包括的な戦略を立案し、事業展開しております。また、合成樹脂事業については、子会社藤光樹脂株式会社が中

心となって、取り扱う製品について国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがって、当社グループは、事業部等を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「コ

ーティング事業」、「建築用塗料事業」、「電子材料事業」、「機能材料事業」、「化成品事業」及び「合成樹脂

事業」の６つを報告セグメントとしております。 

「コーティング事業」は、プラスチック用コーティング材等を生産しております。   

「建築用塗料事業」は、建築用コーティング材等を生産しております。 

「電子材料事業」は、導電性樹脂塗料及び導電性接着剤等を生産しております。 

「機能材料事業」は、粘・接着剤ベース樹脂等の機能性樹脂ベース等を生産しております。 

「化成品事業」は、トナー用バインダー樹脂等を生産しております。 

「合成樹脂事業」は、アクリル樹脂の原材料・加工品を仕入れ、藤光樹脂株式会社他２社が販売しております。

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

（単位：千円）

  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）  

                      （単位：千円） 

  

（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用しております。   

  

  該当事項はありません。  

  
コーティン

グ 
建築用塗料 電子材料 機能材料 化成品 合成樹脂 計 

売上高                              

 外部顧客への売上高  3,666,433  2,592,307  1,965,841  542,745  539,948  4,997,842  14,305,116

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ －  1,842  53 －  37,055  38,950

計  3,666,433  2,592,307  1,967,683  542,798  539,948  5,034,897  14,344,066

セグメント利益  297,577  192,559  288,305  102,398  52,500  158,372  1,091,711

 利益  金額 

 報告セグメント計  1,091,711

 セグメント間取引消去   △206

 四半期連結損益計算書の営業利益  1,091,505

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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（１）生産実績 

当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

（２）商品仕入実績  

当第１四半期連結会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

（３）受注実績  

当社グループは、主として見込生産によっていますので、受注ならびに受注残高について特に記載すべき事項

はありません。 

  

（４）販売実績 

当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．補足情報

セグメントの名称 

当第１四半期連結会計期間 

（自 平成22年４月１日 

  至 平成22年６月30日） 

前年同四半期比（％） 

コーティング（百万円）  3,340   －

建築用塗料（百万円）  1,284   －

電子材料（百万円）  545   －

機能材料（百万円）  544   －

化成品（百万円）  951   －

合計（百万円）  6,664   －

セグメントの名称 

当第１四半期連結会計期間 

（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 

前年同四半期比（％） 

合成樹脂（百万円）  4,481   －

合計（百万円）  4,481   －

セグメントの名称 

当第１四半期連結会計期間 

（自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日） 

前年同四半期比（％） 

コーティング（百万円）  3,666   －

建築用塗料（百万円）  2,592   －

電子材料（百万円）  1,966   －

機能材料（百万円）  543   －

化成品（百万円）  540   －

合成樹脂（百万円）  4,998   －

合計（百万円）  14,305   －
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